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今回の主な内容

●９月定例会 …………………2～4 P
●委員会報告 …………………5～7 P
●一般質問…………………………8 P
●視察研修報告 ……………9～1 1 P
●その他 …………………………1 2 P
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30 議案　可決
　平成26年第３回定例会（９月定例会）を、９月
４日から19日までの16日間の日程で開催した。
　議会初日、町長から行政報告ならびに議案の
説明を受け、各議案の審議等を行い、平成25
年度各会計の決算の認定等については、所管の
常任委員会への付託審査とした。
　９月５日、補正予算の討論・採決等を行い、
９月８日、各常任委員会を開催し、付託された
案件について審査を行った。
　最終日、一般質問（２名登壇）、各常任委員会の審
査報告、平成25年度周防大島町一般会計決算及
び各特別会計決算の討論・採決、追加議案等の討論・
採決を行い、同意１件、議案18件、認定10件、発
議１件等、全30議案をすべて可決した。
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国民健康保険事業特別会計
　歳入の主なものの決算額構成比は、国民健康
保険税13.9％、国庫支出金20.9％、前期高齢者
交付金31.8％、一般会計からの繰入金10.8％。
歳出では、保険給付費69.3％、共同事業拠出金
12.1％。収納率は、現年課税分で93.69％。

後期高齢者医療事業特別会計
　歳入の主なものの決算額構成比は、後期高齢者
医療保険料64.1％、一般会計からの繰入金35.7％。
歳出では、後期高齢者医療広域連合納付金96.0％、
総務費3.9％。収納率は、現年度分で99.88％。

介護保険事業特別会計
　歳入の主なものの決算額構成比は、支払基金
交付金26.8％、国庫支出金25.5％、一般会計か
らの繰入金 15.3％。歳出では、保険給付費
91.7％。収納状況は、現年度分で99.36％。

簡易水道事業特別会計
　歳入の主なものの決算額構成比は、使用料及
び手数料51.9％、一般会計からの繰入金47.7％。
歳出では、簡易水道費66.4％、公債費33.5％。
収納状況は、現年度分で97.53％。

下水道事業特別会計
　歳入の主なものの決算額構成比は、一般会計か
らの繰入金63.8％、町債16.7％、使用料及び手数
料18.3％。歳出では、公共下水費52.3％、公債
費47.7％。収納状況は、現年度分で98.41％。

農業集落排水事業特別会計
　歳入の主なものの決算額構成比は、一般会計か
らの繰入金53.3％、町債30.6％、使用料及び手数
料15.7％。歳出では、公債費59.2％、農業集落排
水費40.7％。収納状況は、現年度分で99.04％。

漁業集落排水事業特別会計
　歳入の主なものの決算額構成比は、一
般会計からの繰入金76.2％、町債13.6％、
使用料及び手数料10.2％。歳出では、公
債費51.4％、漁業集落排水費48.6％。収
納状況は、現年度分で94.42％。

渡船事業特別会計
　歳入の主なものの決算額構成比は、県
支出金31.6％、国庫支出金29.6％、使用
料及び手数料26.7％。歳出では、事業費
99.8％、公債費0.2％。
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　収益的収入及び支出では、事業収益は、48億6,866万9,000円の予算額に対し、42億6,153万9,884円の決算
額となっている。事業費用は、予算額53億7,242万8,000円に対し、51億8,731万7,554円の決算額となってい
る。また、資本的収入及び支出では、22億5,298万5,000円の収入予算額に対し、17億4,978万5,000円の決算
額となっている。また、支出は予算額23億3,519万6,000円に対し、23億3,321万73円の決算額となっている。

	 	 総収益（千円）	 総費用（千円）
	 東和病院	 15億			944万1	 21億5,703万8
	 橘　病　院	 6億2,038万5	 6億7,665万1
	 大島病院	 13億7,635万7	 15億1,372万9
	 やすらぎ苑	 2億2,507万2	 3億			344万9
	 さざなみ苑	 3億1,419万8	 3億7,770万9
	 看護学校	 2億1,609万5	 2億2,475万5

（収益的収入及び支出）

　東和病院では、70.5％の病床利用率で、入院患者数・外来患者数
ともに減少している。橘病院では、95.7％の病床利用率で、入院患
者数は増加し、外来患者数は減少している。大島病院では、75.2％
の病床利用率で、入院患者数は減少し外来患者数は増加している。
やすらぎ苑では、入所者数・通所者数ともに増加している。さざな
み苑では、入所者数・通所者数ともに減少している。
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政策企画課関係

ふるさと寄附金につ

いて、増額となってい

るが原因はとの質問

に、全国的なブームに

乗ったものと考えられ

るとの答弁。

定住対策問題は、大

きな課題であり、成果

や方向性をどのように

捉えているのかとの質

問に、定住促進協議会

のお試し暮らし体験等

を経て平成2 5年度中

に移住されたのは２

人、移住希望者に対し

て、定住促進協議会の

窓口ではどなたでもい

らっしゃいとの説明で

はなく、島の状況や一

定の収入がないと生活

できないことを説明

し、地に足をつけて生

活できる方に地域に溶

け込んで生活していた

だこうと考えていると

の答弁。

いろいろな施策を展

開しているが、各施策

を連携させた総合的な

施策を展開しないと効

果が出てこない。また、

町の財政的な状況と国

が地方創生の担当大臣

を任命していることな

どを考えると、今が定

住対策に向けた総合的

な施策を展開する時期

であり、町内外に定住

施策を発信することが

大切であるとの意見が

あった。

総務課関係

周防大島高校の寮費

補助は、野球部の生徒

に限るのか、サテライ

ン授業の受講生の人数

はとの質問に、寮費で

あり寮に入っている生

徒全員が対象である。

サテライン授業等につ

いては、冬季学習1 2

名、春季学習が４名と

の答弁。

橘総合支所の設計に

ついて、プレハブを採

用した根拠は何かとの

質問に、工期短縮、経

費節減のためとの答

弁。

税務課関係

町民税不納欠損額の

調定額に対する割合

は、どの程度かとの質

問に、1 2 . 1 6％である

との答弁。

入湯税が対前年でマ

イナス4 9 2 , 9 0 0円、

3 , 3 0 0人程度減となっ

ているが、２つのホテ

ルの状況はどうかとの

質問に、双方とも同じ

ように入湯人数が減少

しているとの答弁。

教育委員会の総務課関係

学校給食費の未納者

数はとの質問に、３人

との答弁。

学校教育課関係

中学校の統廃合につ

いて、中学校の生徒数

が3 0 0人以下になった

ら再度、統廃合を検討

するとの結論があった

と思うが現在の検討状

況はとの質問に、平成

2 1年４月に８校から

４校に統廃合した際

に、平成2 9年に中学

校を１校に統合するこ

とを目指すとの結論が

出ている。現在、教育

委員会内部で今後の生

徒数の動向を勘案し検

討を重ねている。教育

委員会としては、今ま

での経緯を踏まえて、

今年度中に考え方をま

とめて、その後、保護

者にアンケートを行う

とか議会に対して経緯

の説明をするなどのこ

とを考えているとの答

弁。

社会教育課関係

合併して1 0年、各

施設の統廃合により更

に充実できるのではな

いか。例えば、ハワイ

移民資料館の場所が今

の場所で良いと考えて

いるのか、長浦が瀬戸

内のハワイということ

で年間７～８万人の方

が訪れるので、その周

辺にあると入場者が増

えると同時に、資料も

生かされるのではない

かとの質問に、立地条

件によっては入館者が

増加することも考えら

れるが、今後議論が必

要であるとの答弁。

務文教常任委員会報告総 委員長　田 中 隆 太 郎

付託された議案は、全件とも認定すべきものと決

定。委員よりの質疑に対し、答弁のうち、主なもの

について報告する。

総

務

文

教

常

任

委

員

会
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家庭的保育事業等の設

備及び運営に関する基

準を定める条例

職員の配置基準は。

研修等はどこが行うの

かとの質問に対し、職

員の基準は国の基準ど

おり定めている。研修

は県が行うとの答弁。

特定教育・保育施設及

び特定地域型保育事業

の運営に関する基準を

定める条例

質疑なし

放課後児童健全育成事

業の設備及び運営に関

する基準を定める条例

久賀地区で４年生以

上の希望があるのかと

の質問に対し、久賀地

区は当初から３年生ま

でと周知しているの

で、特にそのような要

望は届いていない。時

間の延長等の要望はあ

るので、今後検討して

いきたいとの答弁。

福祉課関係

福祉タクシー事業に

ついて、障害者及び高

齢者の交付状況はとの

質問に対し、障害者が

申請者数3 4 9人、発行

枚数8 , 9 7 6枚、高齢者

が申請者数1 , 2 1 3人、

発行枚数1 4 , 5 5 6枚で

あるとの答弁。

後期高齢者医療事業特

別会計

後期高齢者の医療費

は全国で何位になって

いるか質問に対し、直

近の2 4年度のデータ

によると一人当たりの

医療費は、全国平均が

9 0 7 , 4 9 7円、山口県が

1 , 0 0 6 , 1 5 3円で、高い

方から1 0番目である。

全国平均と比較する

と、金額で9 8 , 6 5 6円、

率で1 0 . 9％高いとの

答弁。

介護保険事業特別会計

山口県内他の市町と

の介護保険給付費と介

護保険料の比較につい

てとの質問に対し、２

４年度の資料により県

内の市町と比較する

と、年間１人当たりの

介護給付費は、県内で

は低いほうである。ま

た、第５期計画におけ

る介護保険料は県内で

も高い状況であるとの

答弁。

公営企業局企業会計

決算の審査意見書の

中に、経営改善に向け

た具体的な対応を早急

に開始されたい。また、

6 2億円の残高を有す

る施設整備基金は、経

常的な赤字補填にあて

るべきではないなどと

記載されているが、企

業局としてどのような

対応をするのか。また、

どのような意見を持っ

ているのかとの質問に

対し、外部の有識者及

び経営コンサルタント

と今後の方向性を話し

合う予定である。ただ

し、３病院・２老健・

１看護学校を堅持のう

えで、いかに収入を増

やし、いかに支出を減

らしていくか具体的な

目標を立てて、今後経

営改善を行っていく。

施設整備基金に関して

は、一般会計からの繰

り入れにも影響するの

で、町当局との話し合

いが必要になってくる

と思われる。また、毎

月施設長等会議も行っ

ており、その中でも経

営改善に向けて全職員

で取り組んでいるとの

答弁。また、石原公営

企業管理者より、３病

院・２老健・１看護学

校を堅持し、地域住民

に安全・安心な医療・

介護・福祉を提供する

ために、経営改善に全

力をあげ、親しまれ、

愛され、信頼される組

織になるよう職員一丸

となって努めてまいり

たい旨の報告があっ

た。

生常任委員会報告民 委員長　魚 谷 洋 一

民

生

常

任

委

員

会

付託された議案は、全件とも可決及び認定すべき

ものと決定。委員よりの質疑に対し、答弁のうち、

主なものについて報告する。
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商工観光課

長浦・竜崎温泉は燃

料の高騰で、経営難と

聞く。今回の決算での

赤字額はいくらか。又、

竜崎温泉のように大き

い施設では、大きな損

失となるので、指定管

理に、費用の補填など

基本協定書にリスク分

担等を明記すべきでは

ないかとの質問に、長

浦施設では、5 0万円

の赤字。竜崎温泉でも、

トータルでは赤字であ

る。

又、現段階では、燃

料の高騰分は支援する

ことは出来ないが、今

後の指定管理の公募時

に、指定管理料を検討

するとの答弁。

温泉３施設を管理す

る予算も厳しい中、例

えば温泉施設を１つに

するとか、ハワイ移民

資料館と星野哲郎記念

館をセットにするとか

そのような考えはある

のかとの質問に、現在

のところ商工観光課で

は検討していないが、

現存の観光施設を将来

にわたって全てを善良

な管理をしていくこと

は困難と考えている。

今後、町全体の将来構

想のもと住民・議会・

執行部などで勉強・研

究していくことも必要

になると考えていると

の答弁。

農　林　課

危険ため池の状況、

又耕作放棄地等の草刈

りを、第三者が行う場

合の補助はあるのかと

の質問に、郡内に6 0 0

ヶ所のため池が存在し

ている。不使用ため池

は樋の栓を抜いて最低

限の水位にする様、指

導をしている。

農地、水保全管理支

払い交付金では、農用

地と合わせて、水路や

農道の補修を行った場

合が、交付対象であり、

農業者が対象の中山間

地域等直接支払い事業

もあるとの答弁。

有害鳥獣捕獲免許の

所得者は何名かとの質

問に、大島郡の猟友会

会員は6 7名の内、銃

が1 6名、罠が5 1名で

あるとの答弁。

水　産　課

離岸提の内側に、ア

サリ等の育苗は可能か

との質問に、離岸提の

未整備箇所が多いの

で、現況ではそこまで

は不可能との答弁。

建　設　課

国道、県道の草刈り

の現状はとの質問に、

通行に支障が出ている

ものは、県が対応し、

除草・伐採について

は、年に１回程度行っ

ている。車道部までの

草木は、危険が伴うの

で、県に強く要望して

いるとの答弁。

上下水道課関係

水道料の収入未済額

が年々増加している。

繰入金減少のために

も、適正な使用料を設

定する必要があるので

はとの質問に、滞納分

の徴収率向上について

は税務課徴収対策班と

連携協力しており、又、

周防大島町は県内でも

高い水道料金となって

いるので引き続き検討

していくとの答弁。

生活衛生課

住宅の解体工事業者

の選定基準とゴミの不

法投棄の現状はとの質

問に、とび・土工の許

可業者を選定し、町有

地への不法投棄の処理

件数は1 0件程度であ

るとの答弁。

設環境常任委員会建 委員長　松 井 岑 雄

付託された議案は、全件とも認定すべきものと決

定。委員よりの質疑に対し、答弁のうち、主なもの

について報告する。

建

設

環

境

常

任

委

員

会



周防大島町議会広報　2014（平成26年）第39号8

今年、３月1 4日の未

明、伊予灘を震源とする

マグニチュード6 . 2、震

度４の地震があり、本町

では幸いにも大事に至ら

なかった。

町内全域に防災行政無

線が整備されていなが

ら、住民へ津波や余震情報等が伝達されなか

った。防災行政無線や職員体制等に不備があ

ったのではないか。

震度４は第２警戒体制となり、関係部局

職員3 7名の職員が情報収集を行った。防災行

政無線は、津波の恐れや被害もないことから、

防災情報を放送することは差し控えた。

伊豆大島での土石流災害では避難勧告を

発令しなければならないのに、発令しなくて

死者・行方不明者が多数でている。

先月の広島土砂災害では、災害が起こった

後に、災害対策本部が設置されていた。

本町では、空振りになっても、早め早めの

対応で、災害時に一人の犠牲者も出さないた

めには、地域防災計画において避難勧告や避

難指示の発表、発令基準を見直す必要がある

のではないか。

今後の気象予測等

から総合的に判断し、

避難勧告や避難指示

を発令するが、空振

りを恐れず、早め早

めの発令が必要と考

えている。

答

問

答

問

吉 田 芳 春 議員

防災対策の充実強化について

非核自治体宣言の町、

平和首長会議参加の町と

して「平和、核兵器廃絶」

に力をつくそう。

平和を創り出すため

に、広島・長崎が受けた

悲劇が二度と繰り返され

ることなく、世界中の皆

さんが安全で文化的な生活を送れるよう「核

兵器のない平和な社会」の実現に向けて、町

としても、「核兵器廃絶平和のまち宣言の町」

として、「平和首長会議」への加盟や、昨年度

は県下で最初に「日本非核宣言自治体協議会」

へ加入したが、今後も引き続き、核兵器廃絶

の啓蒙や啓発に取り組んでいきたいと考えて

いる。

来年は被爆から7 0年、５年に一度の核不拡

散条約再検討会議（N P T）がニューヨークの

国連本部で開催されることになっている。

（要請）５年前の再検討会議では、町長はじめ、

職員の協力のなか6 0 0筆あまりの署名を国

連に届けた。引き続き協力を求める。

法指定の急傾斜崩壊指定地域の日常的安

全対策、見回り強化を求める。

区域内の崩壊防止施設等については、県

の管理であるので、住民等からの情報提供が

あった場合は、速やかに職員が現地に出向き、

状況を確認し、その後、県職員に同行して現

場で立会し、安全確保ができるよう要望して

いる。防止施設等も老朽化してきており、町

としても、今後も劣化等確認した場合は、県

に対し迅速な対策を要望していく。

答

問答

問

核兵器廃絶に力をつくそう

広 田 清 晴 議員
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さる８月2 6～2 7

日、委員全員参加の

もと平成1 7年３月

2 0日に発生した福

岡県西方沖地震で壊

滅的被害を受けた玄

界島の被害状況と復

興の取り組みについ

て視察した。

福岡県中心部から

北西約2 0 k m沖に位

置し、博多湾と玄界

灘に浮かぶ周囲４

㎞、面積1 . 1 4�の島

である。市内での観

測で震度６弱（マグニ

チュード7 . 0）による

人的被害は少なかっ

たものの、全家屋の

大 半 が 全 半 壊 し 、

7 0 0名の全島民は仮

設住宅での避難生活

を余儀なくする事と

なったそうである。

しかしながら集落

再生にあたっては、

島民の意向を踏まえ

ながら小規模住宅地

区改良事業という事

業手法を実施し、合

わせて漁港施設、小

中学校の災害復旧事

業を一体的に実施。

地域産業・コミュニ

ティ再生を連動させ

るため、島民との共

同により復興プラン

を策定。そして約３

年という非常に短い

期間でみごとに復興

した。そこには島民

の声を一つにするた

めに、住民の深い理

解と協力はさること

ながら、陣頭指揮を

執ったリーダーの存

在も大きかったよう

だ。被災前の狭い道

路や石積みの上に建

っていた斜面集落部

は見事に姿を変え、

島の地形を有効に活

用した計画的町並

は、一言で申せば圧

巻であった。市営住

宅のエレベーターを

活用した上下移動支

援施設、そして島の

中心部の「にぎわい

ゾーン」に設けられ

た憩いの家では、余

暇を過ごす高齢者の

方の笑顔が印象的で

あった。

翌日は、福岡市防

災センターを視察。

風速3 0ｍの風、震度

７の揺れ、実際の火

災のように煙が充満

した迷路を通りぬけ

る避難等の模擬体験

を受ける中、防災に

関する知識やその対

処法などを学んだ。

（復興した玄界島の視察）



「海
あ

士
ま

町
ちょう

」は島根

半島から北へ約6 0

㎞、日本海の隠岐諸

島に位置する人口約

2 , 4 0 0人の小島であ

る。コンビニもショ

ッピングセンターも

ない暮らしは便利と

は言えないが、この

島では島外からの移

住者が全人口の一割

以上、2 4 6人（2 0 1 2年

末）にも達している。

平成の大合併では単

独町政の道を選択し

たが、三位一体改革

による地方交付税等

の大幅削減を受け、

町財政は徹底した改

革を余儀なくされ

た。例として、町長

以下特別職・一般職

及び議員の自発的な

給与等のカット。又、

町民からは各種補助

金の辞退の申し出な

ど、まさに町一丸と

なって大胆な産業振

興と定住策に取り組

んで来た。その成果

の一端を紹介する。

海産物の

高鮮度流通

島産の新鮮な魚介

類の細胞組織を破壊

することなく冷凍

し、鮮度の高い状態

で首都圏の消費者に

届ける「C A Sシステ

ム」を導入し、「い

わがき春香
はるか

」「しろ

イカ」のブランドで

販売している。

隠 岐 牛

これまでは島産の

子牛は県外の業者が

買い取り、持ち帰っ

た産地で但馬牛・神

戸牛・松阪牛などの

ブランド名で売り出

していた。これを

「隠岐牛」のブラン

ドとして町独自で売

り出した。

島 留 学

島前地域で唯一の

県立隠岐島前高校は

少子化により廃校寸

前だった。「高校魅

力化プロジェクト」

を立ち上げ、高校存

続の在り方について

検討。存続には島外

の子供達を勧誘する

選択をし取り組ん

だ。難関大学進学を

目指す「特別進学コ

ー ス 」 を 新 設 し 、

「島留学」と銘打っ

た島外からの募集は

評判となり、今では

日本中から生徒が集

まっている。進学先

も国立、私立ともに

一流大学におよんで

いる。留学生には各

種の補助制度を設

け、心配された島内

の子供達との摩擦も

なく同化している。

入学者4 5人中島外

から2 2人、その内

1 9人が県外（2 0 1 3年）

である。

Ｉターンの増加

一流大学卒業者や

一流企業でキャリア

をもつ「勝ち組」と

言われる2 0～4 0代

の若者のＩターン者

が多い。単に田舎暮

らしに憧れる若者と

は違い、島にビジネ

スを創りに来ている

若者が多い。彼等の

仲間が仲間を呼び、

地元に貢献意識を持

った若者達が2 0 1 2

年度末で 2 4 6所帯

3 6 1人、人口の約

1 5％に達している。

この度の視察で得

た貴重なアイデア

は、今後の周防大島

町政に生かして行き

たい。
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7月1 0日、東京で

の第8 0回町村議会

広報研修会に委員４

名で参加した。江端

事務総長より、今回

の研修会の目的は

「住民にとってわか

りやすい広報を作成

する。」に主眼をお

いている、との挨拶

の後、３名の講師に

よる講演があった。

まず、「わかりや

すい表現・表記のた

めに」と題して、佐

竹秀雄氏（日本漢字

能力検定協会　現代語

研究室長）の講演で

は、わかりやすさの

原理として、文章の

区切り（段落・節・章）

をはっきりさせ、一

つの段落や文には一

つのことだけを書く

（箇条書きの精神）、

前文、見出し、小見

出しを利用し相手が

予測しやすいよう、

次に何を述べるかを

前もって知らせる書

き方をする（予約の

精神）の２点を、用

語・語法上の注意点

（ラ抜き（見れる）、レ

足す（書けれる））や

敬語表現における留

意点（ご案内してくだ

さい→ご案内をしてく

ださい等）や読みや

すい表記を心がける

こと等を交えての講

演であった。

次に、「議会広報

誌の編集」と題して、

西村良平氏（編集者、

日本エディタースクー

ル講師）の講演では、

記事の一覧・おすす

めのところを見ても

らう（目次の役割等）、

見出しから入ってい

くと何を書くか決ま

る・見出しを見て読

者が読むか、読まな

いか判断する・見出

しを見れば、どうい

う文章か判断できる

（見出しと記事）等、

目次や見出しについ

ての講演であった。

最後に「広報写真

の見方、考え方」と

題して、神島美明氏

（写真家）の講演では、

デジタルカメラの進

化に伴い写真の評価

が変わってきてい

る・掲示板的な（お

知らせ）写真から魅

力的な写真に（写真

の価値基準の変化）、

自分の考えで見て伝

える写真を撮る・慣

れで撮るな、考えて

撮る（しっかり撮ると

いう意思が必要な時

代）、コントラスト

のいい写真は、メリ

ハリ度が上がってく

る（他の写真との差別

化）、体感温度を色

で感じさせる（美と

は五感で撮る）、春に

夏の写真を撮る…濃

い緑を入れる（写真

に写らない季節感を）、

目線の先にあるもの

を感じさせる・どこ

を、何を見ているの

か、見えない部分を

写真で感じさせる

（人は見えないものに興

味を覚える）の６点

を実映像を交えなが

らの講演であった。

以上、これまで議

会広報の編集にあた

って主眼としていた

「読みやすく、わか

りやすい議会広報づ

くり」を再認識する

とともに、なお一層

の内容の充実にも努

めていきたい。
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